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令和の産業クラスターで地域を元気に

（左）日本立地センター・平井理事長（右）経済産業省・佐々木大臣官房総括審議官

新 春 対 談

国内への投資意欲の高まり
平井：サプライチェーンの脆弱性、地政学リスク
及び経済安全保障の観点から、企業には国内生産
拠点強化の動きがみられます。
　以前、本誌でインタビューした企業は、アジア
や欧州市場を視野に置き、国内工場をマザー工場
化する戦略をとっているとのことです。また、北
海道、熊本や東広島など、半導体関連企業の投資
により活況を呈している地域が多く、各地域でも
企業誘致を強化していると認識しております。経
済産業省はどのように捉えておられますか。
佐々木：国内投資は2010年代以降、新型コロナ期
を除いて継続的に拡大傾向にあります。「コスト

カット型の経済」から「高付加価値創出型の経済」
への移行を通じ、賃上げと投資が牽引する成長型
経済の実現を目指すため、積極的な国内投資の拡
大が極めて重要であることから、官民投資目標と
して、2030年度に135兆円、2040年度に200兆円を
目標と設定しています。
　そうした中、半導体はもちろん、データセンタ
ーなどの立地により、地域に高い付加価値をもた
らしている事例がでてきており、地域の特性を活
かした企業誘致を進めたいというご相談を多くい
ただいています。経済産業省では、令和７年度の
税制改正において、地域未来投資促進法の基本計
画の中で指定した「特に成長・発展に資する業種」

　ここ数年の国内投資意欲の高まりにより産業用地需給は依然として逼迫しています。その背景
には経済安全保障やサプライチェーンリスクに対する認識の高まりがあります。政府は地域の投
資を呼び込むため、成長分野の産業クラスターの形成や法改正に取り組むこととしております。
　地域に投資を呼び込み、地域を元気にするための経済産業政策をテーマに、首席地方創生担当
政策統括調整官を併任する佐々木啓介大臣官房総括審議官と平井敏文理事長が対談しました。

経済産業省　大臣官房総括審議官
（併任）首席地方創生担当政策統括調整官
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に対し、新たな措置を講じたところです。それぞ
れの地域において、強みを分析、理解し、企業誘
致を行っていくことが大切であると考えています。
　また、各自治体に産業用地の確保について企業
からの相談が多く届いている中で、自治体では既
存の産業用地が不足していることから、産業集積
を図るための企業誘致にあたっては、まとまった
産業用地が必要となってきます。既存の工業団地
はほぼ埋まってきているため、これまでは立地の
候補としてやや難しかった地域にまで立地が広が
っている印象です。よってこれまでに産業集積が
ない自治体においても企業誘致を進める好機とい
えます。
　すでに直近５年以内に産業用地の確保を見込む
自治体は280地域あり、各地で産業用地の確保に
向けた動きが出始めている一方で、まとまった土
地を確保するためには、農地や市街化調整区域な
どの規制がある土地についても活用を検討してい
く必要性が出てきています。
　経済産業省では既に地域未来投資促進法の中で、
こうした土地の規制に対する配慮規定を設けてき
ており、これまでに約80件と一定活用が進んでい
ますが、企業の投資スピードに合わせるためには、
こうした土地においてもレディメイド型で産業用
地を準備できるスキームを作っていくことも重要
であると認識しています。
　高市総理の所信表明演説でもあった「大胆な投
資促進策とインフラ整備を一体的に講ずる」こと

民間企業設備投資額の推移と官民目標
出所：産業構造審議会地域経済産業分科会（第26回）資料

が重要であり、産業用地の確保と、それを支える
工業用水等のインフラ、さらには機械等の設備投
資に対する支援の拡充が必要と認識しており、現
在関係法令の改正を含めて検討しているところ
です。

国際情勢を反映した産業政策の必要性
平井：国内投資意欲の高まりにより、産業用地に
対するニーズは大変高いと実感しております。産
業用地開発、企業誘致の好機会と見て、立地セン
ターへの問い合わせや相談、賛助会員として入会
される自治体や事業者が増えています。
佐々木：企業のマインドは2010年代以降、海外生
産拠点重視の傾向から、国内生産拠点重視の方向
にシフトしています。一部品目において、例えば、
通信用ケーブル光ファイバ製品、半導体製造装置
や航空機用発動機部品などについては、国内生産
の増加が見てとれる状況にあります。
　そのような中で、ご紹介の通り、産業用地に対
するニーズは高まっており、業種ごとに立地選好
に違いがみられるものの、本社・他の自社工場へ
の近接性の他、人材・労働力の確保や市場への近
接性といった点を重視するという声があります。
加えて、自治体等が整備した工業団地への進出ニ
ーズも一定程度存在しています。

用地整備ノウハウの普及が求められる
平井：産業用地不足はここ数年来、深刻さを増し
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ており、多くの自治体において産業用地整備が地
域経済活性化のための喫緊の課題とされています。
先日の産業構造審議会地域経済産業分科会におい
ても、産業用地供給について議論されていました。
用地供給側の課題として、自治体職員のノウハウ
不足や産業用地に使える土地が無いといったこと
も指摘されています。
　立地センターにおいては用地供給を促進するた
め、2024年度より中小機構の助成金による基金に
より、産業団地造成のための伴走支援や自治体等
の実務者向け研修を実施するなど、全力をあげて
取り組んでいるところです。なかでも、実務者研
修には多くの自治体から参加していただいてい
ます。
　経済産業省では産業用地の整備促進のため様々
な施策を展開しておられますが、全国の自治体や
企業などから、用地の整備促進に関してどのよう
な声が届いていますでしょうか。
佐々木：経済産業省が行った自治体を対象とした
アンケートによれば、都道府県・政令市の約８割
が５年以内に産業団地の枯渇が見込まれると回答

しており、分譲可能な産業用地の確保が喫緊の課
題となっています。
　分譲可能な産業用地がないという声があがる一
方で、自治体単独では造成について、専門知識を
持った人材の確保が困難といった声もあります。
そのような声に応えるため、日本立地センターに
おかれては、昨年公表した、産業用地整備ガイド
ブックの作成支援をはじめ、産業用地整備実務研
修の開催などにご尽力を頂いており感謝申し上げ
ます。研修会の参加者からも引き続きの開催要望
を伺っているところです。
　自治体からは、研修や産業用地マッチング事業
による支援に加えて、産業用地造成の際の民間活
力を生かした造成や資金繰り対策のような直接的
に地域での産業用地造成への支援についての要望
も上がってきているところです。経済産業省とし
て、官民投資目標である2030年度に135兆円、2040
年度に200兆円の達成に向けて、関係法令の改正
の検討も踏まえて、産業用地整備の促進に資する
制度を令和８年度概算要求・税制改正要望で要求
しているところです。

産業団地を確保できていないと回答した42府県の分譲可能な産業用地面積
出所：産業構造審議会地域経済産業分科会（第26回）資料
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投資の受け皿づくりのため法改正も
平井：企業側では増設や拡張をする場合、既存事
業拠点との近接性や従業員の通勤利便性の観点か
ら隣接地を望む傾向があるようです。また、工場

工場立地法規制の概要
出所：産業構造審議会地域経済産業分科会（第26回）資料

用地取得に難航した際の影響
出所：日本立地センター「2025年度新規事業所立地計画に関する動向調査結果
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の跡地など、電力や工業用水などのインフラが整
っている物件ではすぐに新増設できる可能性もあ
ります。他方、工場を新設する場合には工場立地
法などの規制により、十分な敷地面積を確保でき
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ないとの声や、工場跡地の活用に関しては合理的
な土壌汚染対策の必要性も指摘されています。
　先般の産業構造審議会地域経済産業分科会でも、
各委員より様々なご意見があったと承知しており
ます。現在、既存産業用地の利活用に向け、工場
立地法については、全国の自治体の声を聴くため
のアンケート調査を経済産業省と立地センターで
行っているところですが、その結果などを踏まえ、
今後、どのような政策をご検討されているのでし
ょうか。
佐々木：企業の投資スケジュールと産業用地の整

備のスケジュールが合わず、用地提供ができない
という自治体の声も伺っています。これについて
は、産業用地を探している企業と産業用地を提供
する自治体との間で、情報のミスマッチが生じて
いることも一つの要因であることから、2025年６
月から日本立地センターと連携して、産業用地マ
ッチング事業を開始したところです。
　また、既存企業の増設、拡張のニーズに応える
ことも重要です。既存工場等との近接性による相
乗効果や従業員の通勤利便性を考えれば、現在
の事業拠点における拡張も一つの選択肢であり、
2025年10月に行われた地域経済産業分科会におけ
る委員のご意見も踏まえながら、地域住民の生活
環境への影響の最小化の前提を守りつつ、企業の
増設ニーズにどのように応えられるのか、工場立
地法検討小委員会でも丁寧にご議論頂きたいと考
えています。
　ご紹介のあった工場跡地における土壌汚染対策
の必要性についても、先日行われた地域経済産業
分科会において、委員の皆さんからご意見を頂い
たところです。地域の実情に即した規制のあり方
について、引き続き分科会、小委員会の場でご議
論頂くとともに、地域に必要な産業用地が確保で
きるように支援していきたいと思います。

跡地再活用に向けた土壌汚染対策の課題と対応
出所：産業構造審議会地域経済産業分科会（第25回）資料
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地域を元気にする令和の産業クラスター
とは
平井：「GX産業立地」は中長期的に重要な課題だ
と思います。高市総理は臨時国会での所信表明演
説で産業クラスターを全国に作っていくことを表
明されましたが、どのような方針で進められてる
のでしょうか。
佐々木：高市総理は地域へいろいろな投資を呼び
込むためにも、投資と産業用地含めたインフラ整
備を一体的に進めることが重要だということを所
信表明されました。投資決定しても、それを受け
入れるために必要なインフラやまちづくりを産業
用地整備も含めてセットで進めることが必要です。
　11月11日に総理をヘッドとする地域未来戦略本
部の設置が閣議決定されましたが、この本部では
地域ごとの産業クラスターを全国各地に形成し、
世界をリードする技術・ビジネスを創出するため、
面的に大胆な投資とそれに必要なインフラ整備の
方針を検討することとしています。今後、皆様と
もいろいろご相談しながら、推進したいと思って
います。
平井：大変明るい未来を予感させる国家戦略です
ね。どのようなスケジュールで各地域の令和クラ
スターをおつくりになるのですか。
佐々木：今後、地域未来戦略本部での議論が進ん
でいく予定ですので、そのタイミングに合わせて
作業を進めて行く予定です。

中堅企業・スタートアップは重要なプレイ
ヤー
平井：持続可能なローカル経済圏の形成のために
は、地域経済を支える中堅中核企業の成長が欠か
せません。データでも中堅企業の成長が地域経済

「「強い経済」を実現する総合経済対策」（令和７年11月21日閣議決定）における記述

　従来からの地方創生施策も引き続き活用しながら、地域の生活環境を支える基幹的なサービスを
産業として維持するための支援を強化していく。また、全国各地に眠る地域資源の潜在力を解き放ち、
産業クラスターを全国各地に形成するとともに、地域発で世界をリードする技術やビジネスを創出
し、地域を超えて活躍する企業を生み出すことを通じて、自立的かつ持続的に「稼げる」地方経済
を作り出していくことを、「地域未来戦略」として推進する。

を支えていることが示されています。産業用地を
整備し、企業立地が進んでもその企業に成長して
いただかないと、強い地域経済圏は構築できない
と思います。そのために、各地方経産局単位で「中
堅企業等地域円卓会議」が開催されているとお聞
きしております。中堅企業支援のために、進めら
れている政策や今後の方針をお聞かせください。
佐々木：中堅企業のマクロ経済への貢献は、国内
売上や研究開発、設備投資において大変大きな貢
献をしていただいているという分析があります。
今後も中堅企業が地域経済を支えていく構造をさ
らに強化していく必要がありますし、今は中小企
業であるがこれから中堅企業になろうという層も、
しっかり厚くしていく必要があろうと思っており
ます。
平井：中堅企業の成長支援に加え、次の中堅企業
となるスタートアップ企業の支援も各地域で積極
的に取り組まれています。
　「スタートアップ育成５か年計画」（2022年11月
発表）の効果は着実に表れているとお聞きしてお
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ります。スタートアップを生むエコシステムの拡
大強化に向けての取り組みをお聞かせください。
佐々木：J-Startupプロジェクトは、最初、東京
で始めましたが、各地方経産局等でも地域で頑張
っているスタートアップを応援しようということ
でJ-Startup Localというプロジェクトを始めまし
た。スタートアップの中でも、これから政策的に
応援すべき企業をリストアップして、そこに集中
投下していこうという取り組みが進んできており
ますので、そういった政策を強化しながら、日本
発ユニコーンを育てていくということが大事だと
思っております。
　新しい分野でのスタートアップ企業とも連携し

ながら、地域全体が元気になっていくような仕掛
けは、ぜひ作っていきたいと思っており、欠かせ
ないプレイヤーだと認識しております。そういう
企業による新陳代謝によって、経済がダイナミッ
クに動いていく姿を描き実行することが、成長戦
略になると思います。
平井：地域が元気になる政策を強力に進められる
というお話を伺いました。地域も国と一緒になっ
て自分たちの「ラピダス」を育てることが令和の
産業クラスターの眼目だと思います。立地センタ
ーも元気な地域を創っていくため、汗を流したい
と思っております。本日は大変ありがとうござい
ました。　　　　　　　　　　　（文責　編集部）

J-STARTUP Localの展開状況
出所：経済産業省提供資料

中堅企業の成長力：国内経済、国内投資等への貢献
出所：産業構造審議会地域経済産業分科会（第25回）資料


